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課題番号：1223

（１）実施機関名：

東北大学

（２）研究課題（または観測項目）名：

地震に先行する大気中ラドン濃度変動に関する観測

（３）最も関連の深い建議の項目：

2. 地震・火山現象解明のための観測研究の推進

（3）地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程

（3-1）地震発生先行過程

ア．観測データによる先行現象の評価

（４）その他関連する建議の項目：

（５）本課題の５か年の到達目標：

　地震発生直前に地表の微小なひずみが観測されることなく，大気中ラドン濃度が上昇することが最

近の放射化学的観測から明らかにされており，経験的な地震の短期予測手法として意義がある．大気

中へのラドンガス放出の素過程は未解明であるものの，地震と関連した現象であるため，地殻の変形

活動と関係があると考えられる．そこで，本研究では，地殻変形とラドンガス放出の関連を明らかに

することを目的とする．本課題は平成 24年から「地震発生先行過程に伴うラドン放出・電磁放射と地

殻変形（公募研究，課題番号 2906）」から（常設）課題へ移行した．

（６）本課題の５か年計画の概要：

　地震の先行現象として地下水中・土壌中・大気中のラドン濃度変動がこれまでに報告されている．地

下水中ラドン，土中ラドンに比べると，大気中ラドンと地震との関連を検討した例は極めて少ない．地

震前に地下水中や土中ラドン濃度に異常が見られた場合，それはおそらく局所的な地殻のひずみを反

映した異常であると考えられる．それに対して，大気中ラドンは観測点の直下の地面から散逸してく

るラドンのみならず風や気団によって近傍から，あるいは遠く大陸から運ばれてくるラドンも含めて

観測している．従来の地下水中ラドン測定が地殻のひずみの変化を「点」で観測しているのに対して，

比較的広範囲に起きている変化を面」で捉えられるという点が，大気中ラドン濃度測定の特徴と言え

る．（1）ラドンを多く含む花崗岩分布域や地震前後の広域にひずんだ地域（必ずしも震源断層付近に限

らない）に観測点が位置する，（2）地震前の平常時のデータが数年程度蓄積されている等々の諸条件が

整えば，大気中ラドン濃度の観測から地震の先行現象を見出せる可能性がある．放射線管理施設の給

気口と排気口におけるラドン濃度差は小さく，更に HEPAフィルターによりラドンの娘核種が除去さ

れるという報告があり，放射線管理施設の排気モニターで施設外の大気中ラドン濃度の変動を捕える

ことができる．兵庫県南部地震の前の大気中ラドン濃度変動を神戸薬科大学の放射線管理施設の排気

モニターが，東北地方太平洋沖地震前の大気中ラドン濃度変動を福島県立医科大学の放射線管理施設

の排気モニターがとらえていたことが分かってきた．放射線管理施設のモニタリングネットワークに

よって，広域な大気中ラドン濃度変動をモニタリングすることができる．そこで，本研究では放射線

管理施設が有する排気モニターを用いて，全国で大気中ラドン濃度の測定を行い，巨大地震前の地殻

変動を大気中ラドン濃度変動からモニタリングすることを目的として，全国規模の放射線管理施設の

モニタリングネットワークの構築や観測データの解析に基づいた予知研究を行うことを目的とする．



（７）計画期間中（平成 21年度～25年度）の成果の概要：
1)全国規模での放射線管理施設のモニタリングネットワークの構築や測定データの解析

　放射線管理施設が有する排気モニター（通気式電離箱）を用いた大気中ラドン濃度の測定を行い，巨

大地震前の地殻変動を大気中ラドン濃度変動からモニタリングすることを目的として，全国規模での

放射線管理施設のモニタリングネットワークの構築や測定データの解析を進めている．

　平成 23度は，慶応大学医学部，東京大学医学部，東京医科大学，弘前大学，東北薬科大学の放射線

管理施設（データ提供は承諾済み；HEPAフィルター使用施設）の排気モニターデータの解析（気象

要因の除去を含む）を行い，大気中ラドン濃度変動の解析を行った．特に東北地方太平洋沖地震前の

ラドン濃度変動解析を行った．

　平成 24度は，札幌医科大学，獨協医科大学，名古屋市立大大学院医学研究科アイソトープ研究室，

香川大学放射性同位元素実験部門，大分大学総合科学研究支援センター RI実験部門，弘前大学アイ

ソトープ総合実験室，東京工業大学大学バイオ研究基礎支援総合センター，京都薬科大学放射線管理

施設のモニタリングデータの取り出しを行った．

　平成 24年度に引き続き，平成 25年度は，大気中ラドン濃度変動による地殻変動活動モニタリング

を目的とし，全国放射線管理施設のモニタリングネットワークの構築を行った．本年度は，近畿大学，

浜松医科大学，山梨大学，千葉大学，滋賀大学の RI施設での大気中ラドン濃度変動データの取得を

行った．またこれまでに取得した RI施設（和歌山県立医科大，東北薬科大学，札幌医科大学，福島県

立医科大，獨協医科大など）の大気中ラドン濃度の日最低値変動の季節変化と長周期変動を認め，変

動データの平滑化処理と長期傾向の補正を行い，東北地方太平洋沖地震（平成 23年 3月 11日に発生）

や和歌山県北部地震（平成 23年 7月 5日に発生）の大気中ラドン濃度の地震前駆異常変動を検出した．

　施設により測定管理システム内のデータ抽出に業者の協力を必要とすることがあり，その際にはデー

タ抽出とデータの電子ファイル化に経費 (消耗品費)を使用した．現在取り出したデータの解析を進め

ている．

2)地震に先行する大気中ラドン濃度の変化に関する観測

2-1)巨大地震前の大気中ラドン濃度変動

　1)で記した施設のデータの解析結果と牡鹿半島での大気中ラドン濃度測定結果（宮城県原子力セン

ターと共同研究）と福島県立医科大学内放射線管理施設の測定データとの比較検討を行い，東北地方

太平洋沖地震前の東北地方太平洋側陸域におけるラドン濃度変動を検討し，海溝型巨大地震前の陸域

における地震先行大気中ラドン濃度変動の実態解明を進めた．大気中ラドン濃度は地殻ひずみ 10−8に

呼応して変動すると考えられており，陸域での測定から得られる成果は，大変重要である．またこの

試みは，国際的に見ても新しい試みである．

　上記計画を進めつつ，日本アイソトープ協会，日本放射線管理学会，放射線測定機器メーカーなど

から情報を提供して頂き，現在上記施設以外の九州や北海道に位置する放射線管理施設と交渉を進め，

全国規模での放射線管理施設のモニタリングネットワークの構築や測定データの解析を進めている．

2-2)宮城県牡鹿半島における大気中ラドン濃度の観測

　局所的な地質の不均一構造の影響を比較的受けにくい大気中ラドン濃度が，地震の発生過程を知る

ための観測項目の 1つと成り得ると指摘されている（石川ほか, 2008）．他方，大気中ラドン濃度は大

気の動態に大きく依存するため（Porstendoerfer, 1994），大気中ラドン濃度変動は地殻の情報（例えば，

ラドン散逸率の変動）のほかに気象の情報も含んでいると考えられる．したがって，通常の（つまり，

地震に関連しない）変動が何に起因しているのかを明らかにする必要がある．我々はこれまでに，宮

城県牡鹿半島にある宮城県原子力センターモニタリングステーション（女川，小積，飯小浜地区）で

アルファガードを使用して観測されている大気中ラドン濃度データに，地震に関連した変動が含まれ

ていないかを検討し，牡鹿半島における大気中ラドン濃度が特徴的な季節変動を示すことを報告した

（Omori et al., 2009）．



　大気中ラドン濃度（計測期間：2005年 7月～2011年 3月）及び気象要素（気温・風速・放射収支量・

雨量；計測期間：2005年 4月～2011年 3月）の解析から，毎年 1月から 12月の各月の平均ラドン濃

度日変動は，日中に低く夜間に高くなる傾向を示した．日中において風速は強く放射収支量は正の値

となり，また夜間においては日中とは反対に，風速は弱く放射収支量は負の値となった．このことは，

大気安定性が大気混合層・安定成層の形成・消失に伴い変動していることを示している．したがって，

ラドン濃度の日変動は，大気構造の変化に伴う大気安定性の変動に起因していると考えられる．

　一方で季節変動は，日最大値に関して夏季と冬季に高い濃度となり，春季と秋季に低い濃度となる

バイモーダルな変動を示した．日本に到達する気団は冬季が大陸性気団で夏季が海洋性気団で異なる

ため，この夏季と冬季のラドン濃度の特徴は異なる要因が関係していると考えられる．さらに，風速

と放射収支量から大気安定度階を求め，各月の夜間における大気安定度の頻度を調べたところ，夏季

に顕著に強い安定性は認められなかった．夜間の大気中ラドン濃度変動が大気安定度と地面からのラ

ドン散逸率に依存（Sesana et al., 2003）することを考慮に入れると，バイモーダルな季節変動には地

面からのラドン散逸率変動が要因として考えられる．大気中ラドン濃度変動は，気象由来成分及び地

殻由来成分に大別される．ラドン濃度変動と気温変動を関連付けることにより気象由来成分を評価し，

地殻由来成分を導出するモデルを構築した．このモデルは，気温及び顕熱を観測することにより，地

殻からのラドン散逸量を求めることを可能とする．

　地殻からのラドン散逸量は，地殻内流体の流量に依存することに基づき，地殻応力の変化に起因す

る地殻内流体の間隙圧変化を計算し，流量の変化を求めることが可能となった．このことにより，地

殻応力とラドン散逸量の量的関係が明らかとなっている．

　2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震（M 9.0）によって発生した津波によって，牡

鹿半島小積，飯小浜地区のモニタリングステーションは全壊及び浸水した．そのため，ラドン測定器

（アルファガード測定器）とデータ計測用パソコンが海水による被害を受けたが，宮城県原子力セン

ター所長らとラドン測定器とデータ計測用パソコンを回収し，計測データを救出した．その救出測定

データ（小積地区の測定データは 2005年中旬から 2011年 3月 11日まで）を用いて，上記の点を考慮

した解析を大森（放射線医学総合研究所，現在福島県立医科大学），藤原・石川（宮城県原子力セン

ター），長濱・武藤・杉山（東北大学）で解析した．2005年から 2011年までの毎年，前年の 12月か

ら翌年 3月までの大気中累積ラドン濃度（散逸率）が，2010年 10月から 2011年 3月にかけて低かっ

たことが明らかとなった（図 1）．この結果は，福島県立医科大学で測定された大気中ラドン濃度の解

析結果（次章）と整合している．

2-3)福島県立医科大学通気式電離箱観測による大気中ラドン濃度計測

　東北地方太平洋沖地震以降，福島県立医科大学（福島県福島市光が丘 1番地）の本間 　好施設長・

鈴木俊幸施設管理者から観測データを入手し，現在までそのデータを用いて東北地方太平洋沖地震前

の大気中ラドン濃度の解析を安岡・本間・鈴木・長濱・武藤らの共同研究で行っている．昨年度は，管

理施設の排気モニターの電離値とラドン濃度との校正比較を，ウラン鉱石によるラドン場とポータブ

ルラドンモニター（アルファーガード）を用いて行った．この結果を日本保健物理学会で発表し，J.

Radioanal Nucl. Chem.に掲載した．この校正結果により，通気式電離箱の電離値とアルファガードで

測定したラドン値との校正比較が可能になり，牡鹿半島で行っていたアルファガードを用いた大気中

ラドン濃度変動の解釈が可能になった．

　季節により規則正しい増減傾向を示す大気中ラドンガスの濃度は 2008年ごろからその濃度変動が

乱れ始め，2010年 6月から半年間増加し，その後，急激に減少し地震発生までの約 3月間，低いレベ

ルを維持した停滞状態が続いていた．その間，茨城県沖地震（2008年 5月 8日，Mw 6.8），岩手・宮

城内陸地震 (2008年 6月 14日, Mw 6.9)，福島県沖地震（2008年 7月 19日，Mw 6.9），福島県沖地震

（2010年 3月 14日，Mw 6.5）と呼応して残差値は変動した．この結果は，時期が異なるが，東北薬科

大学や牡鹿半島での測定されたラドン濃度変動と整合的な変動であった．



2-4)福島県立医科大学のラドン濃度経時変化と東北薬科大学のラドン濃度経時変化の比較

　福島県立医科大学（FMU;福島市）のデータ測定（2003年 1月 1日～2011年 11月 3日）を 2003-2007

年の日最低値データの日ごとの平均値を算出し，平滑化して年変動を計算し，福島県立医科大学のラ

ドン濃度経時変化と東北薬科大学 (TPU;仙台市)のラドン濃度経時変化（図 2a, b）の比較図を作成し

た（図 2b, c）．

　2009年以降は，値の上下変動周期がほぼ一致している．特に 2010年の変動は，福島県立医科大学

のラドン濃度変動とよく呼応している．その変動の振幅は，東北薬科大学の測定データの方が福島県

立医科大学の測定データよりも小さい．また 2008年に求められる両者の変動ピーク発生時期は，ずれ

ていた．

　東北薬科大学の管理施設で測定されたラドン濃度（電離値）の日最低値変動は，福島県立医科大学の

管理施設で測定されたラドン濃度（電離値）の日最低値変動と類似した変動であった．2008年のピー

クはずれていたが，2009年以降の変動は類似しており，とくに 2010年の変動は，福島県立医科大学

の変動とよく呼応した．東北薬科大学で観測された日蓄積量の変動が大きく変動し始めた時期は，福

島県立医科大学で測定されたラドン濃度日最低値の残差の変動が始まった時期（2008年 6月頃）と一

致していた．

2-5)札幌医科大学で観測されたラドン濃度変動

　札幌医科大学基礎棟 P2RI実験室系 (札幌市)における排気モニターの日最低値変動について神戸薬科

大学の安岡と札幌医科大学の坂下がデータを取り出し，その後神戸薬科大学の安岡と多鹿が観測デー

タの解析を進め，その結果を日本放射線安全管理学会で報告した．また地殻変動データとの比較を現

在進めている．畠中ほか（2013）が「環境放射能」研究会プロシィーディングで報告した概要を以下

に記す．

（１）測定解析方法

　札幌医科大学基礎棟 P2RI実験室系では，地上 61ｍの外気を，RI施設 (容積：542.1 m3)へ,給気 (8600

m3/時)していた．その空気を HEPAフィルターでろ過後，排気モニター (通気式電離箱)で測定し，排

気していた．排気モニターの電離値データ (2000年 1月 1日 2012年 3月 27日)を大気中ラドン濃度と

みなした．給排気が 8時から 23時までの定時運転のため，9時から 17時までの間の日最低値を指数

平滑化法により平滑化し，このデータから平年変動を差し引いた結果を日最低値 (残差)(図 3黒線）と

した．平年期間 (2005年 2009年)の日最低値 (残差)について，平均として線型回帰曲線 (図 3グレー

実線)と標準偏差 (σ)を求め，平均± 3σ (図 3グレー点線)を越えたデータを異常ピークとみなした.

(２)結果

　図 3より全期間において日最低値 (残差)の減少傾向が見られ，東北地方太平洋沖地震（図 3の 3：

2011年 3月 11日)の発生前にラドン濃度の上昇が見られた．さらに，有珠山噴火 (1：2000年 3月 31

日)，十勝沖地震 (2：Mw 8.0, 2003年 9月 26日)，浦河沖地震 (4：Mj 6.2, 2011年 11月 24日)の発生

後に大気中ラドン濃度の変動に 3σを超える変動が認められた．このように地震前後に地殻変動（余

効変動も含め）と大気中ラドン濃度変動との呼応が認められた．

　2003年十勝沖地震発生直後の３か月で，余効変動により，北海道全域ではほぼ南東方向の変位が観

測されている．この変位の大きさは徐々に小さくなっているものの，その特徴は，2004年釧路沖の地

震発生前まで続いていた (水藤・小沢，2006, 　国土地理院時報 No.110)．図 3の 2のラドン濃度変動

の時期は，水藤・小沢（2006，図 2b）の 2003年 11月 28日-2004年 2月 28日の変位増大期とほぼ一

致している．

2-６)福島県立医科大学，東北薬科大学，獨協医科大で観測された大気中ラドン濃度経時変化の比較

　地震前にラドン濃度の異常変動が観測され，それらと地殻変動等との呼応の可能性が指摘され，大

気中ラドン濃度変動が放射線施設（RI施設）の排気モニター（通気式電離箱）によってとらえられて

いることを石川ほか (2008)は報告している．そこで，神戸薬科大学の林 　孝積,小林由布香，安岡由



美，向 　高弘，東北大学の長濱裕幸，武藤 　潤，福島県立医科大学の大森康孝，鈴木俊幸，本間 　好，

東北薬科大学の山本文彦，獨協医科大学の高橋克彦は，福島県立医科大学（福島県福島市），東北薬

科大学（宮城県仙台市）,獨協医科大学（栃木県下都賀郡）の各 RI施設の通気式電離箱（日立アロカ

メディカル）のデータを用いて，東北地方太平洋沖地震 (Mw 9.0)前の大気中ラドン濃度の変動を今年

度解析した．以下，林ほか（2014)で得られた成果を報告する．

（１）解析方法

　ラドン濃度の日最低値データを用い，平滑化処理と長期傾向の補正を行い，ラドン濃度変動を算出

した．また，平年期間（福島：2003年 1月 1日～2007年 12月 31日，宮城：2007年 2月 1日～2010

年 1月 31日，栃木：2008年 5月 1日～2010年 4月 30日）のデータを正弦波モデルに基づき回帰分

析し，平年変動を推定した．ラドン濃度変動から平年変動を差し引き，ラドン濃度残差変動を算出し

後，平年期間のラドン濃度残差変動から標準偏差を見積もり，標準偏差の 3倍（± 3σ）を外れた変

動を異常変動とみなした．地点ごとにラドン濃度残差変動と標準偏差の 3倍（± 3σ）を図 4に示す.

（２）結果・考察

　3地点のラドン濃度変動に東北地方太平洋沖地震前の異常変動が認められた．このことにより，RI

施設の排気モニターが東北地方太平洋沖地震前の地殻変動を捉えた可能性が高まった．今後，広い範

囲における地震前の地殻変動を解析することを目的に，全国の RI施設の排気モニターのデータ解析を

進めていく．

2-７)兵庫県南部地震で観測された先行現象間の比較

　1995年の兵庫県南部地震に先立って大気中ラドン濃度の異常が観測された（Yasuoka and Shionogi,

1997）．ラドン濃度は地震発生までの時間のべき乗則・対数周期振動モデルに従って増加しており

（Yasuoka et al., 2006），これは，地殻岩石のダメージ発展に伴うクラック・透水係数の増大による地殻

内流体の流量増加を示唆している（Kawada et al., 2007）．しかし，ラドン濃度の異常上昇やその中に

含まれている周期性をもたらした要因は明らかにされていない．同地震では大気中のラドン濃度の他

にも地震に先立った異常が，地球物理学・地球化学的観測から報告されている．そこで本研究では，複

数の異常例を比較することにより大気中ラドン濃度異常の要因を明らかにするとともに，地震発生先

行過程の解明における大気中ラドン濃度観測の有用性を安岡（神戸薬科大学），石川・大森（放射線医

学総合研究所），床次・細田（弘前大学），長濱（東北大学）らが行ったこれまでの研究成果から検討

した 　(石川ほか, 2008; Yasuoka et al., 2009;安岡ほか, 2012; Yasuoka et al., 2012a)．また兵庫県南部地

震を発生させた六甲断層系周辺の地表変位分布と大気中ラドン散逸との関係を Yasuoka et al. (2012b)

で報告した．

2-8)和歌山県立医科大学で観測された大気中ラドン濃度変動

　昨年度長期間のデータが得られた和歌山医科大学（和歌山市）の RI施設の通気式電離箱（日立アロ

カメディカル）のデータについて，和歌山県立医科大学の井原勇人と神戸薬科大学の安岡由美と後藤

美加子が解析を行った．

（１）方法

　ラドン濃度の日最低値データ（データ期間は 1999年 5月 1日～2013年 6月 21日）を用いて解析を

行った．平年期間（2000年 1月 1日～2010年 12月 31日）のデータより，長期補正値と周期補正値を

求めた．日最低値データ変動を平滑化処理し，長期補正値と周期補正値を求めた。平年期間のラドン

濃度残差の標準偏差の 3倍（3σ）をとり，3σを越えた場合を，異常値とした.

（２）結果・考察

　図 5に大気中ラドン濃度の残差変動を示し，その残差の変動の 3倍の標準偏差（図 5の点線）を越

えた場合を異常値とした．図 5中の赤×印は，1999年 8月 21日の和歌山県北部の地震（北緯 34.0，東

経 135.5，深さ 70ｋｍ，M 5.4）と 2011年 7月 5日の和歌山県北部の地震（北緯 34.0，東経 135.2，深

さ 7ｋｍ，M 5.5）を示しており，その前後に大気中ラドン濃度異常値のピークが認められ，ラドン濃



度変動カーブの変曲点付近に地震が発生している．この２つの地震に関連して，和歌山市付近の大気

中ラドン濃度が上昇した可能性が示唆される．
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図 1. 2005年から 2011年までの大気中累積ラドン濃度（散逸率）．
毎年，前年の 12月から翌年 3月まで累積変化を示す．



図 2. 東北薬科大学（TPU）と福島県立医科大学（FMU）の排気モニターの日最低値変動．
a) TPUの日最低値データと平滑化曲線, b）TPUと FMUの日最低値変動（平滑済）, c）aを拡大し，2つの変動を
重ねた．



図 3. 札幌医科大学における排気モニターの大気中ラドン濃度変動



図 4. 東北地方太平洋沖地震前の大気中ラドン濃度残差変動比較



図 5. 和歌山県立医科大学における排気モニターの大気中ラドン濃度変動


